
Process and Feature about the Structural Reform
of Social Security

言語: jpn

出版者: 

公開日: 2014-02-13

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 池田, 和彦, IKEDA, Kazuhiko

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

https://chikushi-u.repo.nii.ac.jp/records/140URL



１．はじめに

年末年始の「派遣村」の取り組みが改めて明らかにした貧困・格差の拡大・深化状況のもと、現

在、これまでに実行された社会保障構造改革について客観的に評価し、今後の社会保障政策の方向

性を明示することが、重要な理論的課題となっている。

後にみるように、いかなる社会保障政策を展開するかということは、戦後日本のどの段階におい

ても、重大な政治的・経済的課題を構成してきた。しかしながら、２１世紀の到来とほぼ同時に登場

した小泉純一郎政権下で本格的展開をみせ始め、その後のめまぐるしい総理大臣の交代劇とともに

進行してきた近年の社会保障構造改革は、雇用政策の方向転換とも相俟って、これまでにない大き

な影響を及ぼしている。

本稿は、上述した理論的課題に応える第一歩として、こうした社会保障構造改革の経緯とその特

徴について、ごく大まかな見通しを提示することを目的とするものである。

２．１９８０年代までの動向

まず、１９８０年代までの経緯をごく簡単に振り返っておきたい。

戦後日本の社会保障制度は、アメリカによる占領下で断片的に創出され始め、その後、紆余曲折

はありながらも、高度経済成長期には一定の整備が図られた。１９７１年の児童手当法制定により、そ

のメニューは出揃い、福祉国家のモデルと目されていたイギリスにおいて用意されている諸制度が

日本でも同様に用意されたと評価されるようにもなった。

しかしながら、この時期においても、日本の社会保障政策は、いわゆる「企業福祉」、「家族福祉」

と称される日本に独特の慣習（１）への依存を前提に、そこで保障される給付水準はイギリスをはじめ

とする先進福祉国家に比すれば、著しく低位なものでしかなかった。それは、レストランに例える

なら、確かに同じ料理のメニューはあるが、その味がまったく違うというような代物に過ぎなかっ

たのである。

それでも、１９７３年年頭には、７０歳以上の老人医療費無料制度実施等を意識しつつ、田中角栄総理
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大臣（当時）が、「福祉元年」宣言をしたことも周知の事実である（このあたりまでは、日本的な限界

を有しつつも、国家も一応、日本国憲法第２５条なども意識しつつ、「福祉国家」路線を志向していたものと

思われる）。「パイの論理」のもと、高度経済成長はまだ続く、パイはさらに一層大きくなることを

前提としていたと思われるその宣言は、しかし、現実にあっさりと裏切られることとなる。

同年秋に起こったオイルショックは、日本経済の高度経済成長をもはや不可能なものとし、それ

ばかりか、トイレットペーパー不足（それは虚構であったことが後に明らかとなるが）に象徴される

生活危機をもたらす事件でもあったのである。「福祉元年」宣言の舌の根も乾かぬうちに突きつけ

られたこの経済危機に直面した国家は、社会保障政策についてもあっさり方向転換し、年頭にはさ

らに一層拡充していくはずだったそれまでの「福祉」は「バラマキ」であったとして、「福祉見直

し」を宣言した。１９７０年代末には、それが「日本型福祉社会」論としてまとめられ、西欧型福祉国

家と決別し、家族や地域社会といった日本の伝統を重視した新たな福祉社会を建設するとされたの

である。上述したように、もともと日本の社会保障政策は、「福祉国家」と言いながらも、企業や
・ ・ ・ ・

家族、地域社会に依存してきた。「日本型福祉社会」論は、こうしたいわば「日本型福祉国家」路

線から国家が撤退する旨の宣言であったと観てよいであろう。

１９８０年代に入ると、臨調行革路線の下、この政策が実行され、「福祉改革」と呼称される種々の

制度改革が展開された。主要なものをいくつか例示しておくなら、１９８２年の老人保健法制定による、

「福祉元年」の象徴であった老人医療費無料制度廃止（１９８３年２月より有料化）、１９８４年１０月から健

康保険被保険者本人への自己負担導入（当初１割）、生活保護費や措置費の国庫負担割合の切り下

げ（１９８５年度から暫定的に実施され、１９８９年度より恒久化）、ホームヘルプサービス有料化や社会福祉

施設等での費用徴収実施などがあげられる。また、その締め括りとして、１９９０年に公布された老人

福祉法等の一部を改正する法律（いわゆる福祉関係８法改正）によって、老人福祉施設及び身体障害

者更生援護施設の措置権を市町村に委譲した（施行は１９９３年４月）ことは、住民に身近な市町村の

役割重視というその後の流れを決定づけるものであった。

こうした一連の「福祉改革」の特徴は、国庫負担を削減し、その責任を地方自治体に転嫁しつつ、

さらには制度利用者本人と扶養義務者からサービス利用料を徴収する有料化政策に見出される。そ

して、それは同時に社会保障の市場化に向けた条件整備でもあったのである。なぜなら、ニーズの

高度化・多様化に対応するサービス供給主体の多様化（２）との要請は、社会保障領域への民間営利企

業参入を容認・促進する。企業が供給する商品としての「福祉サービス」（当然に有料である）を購

入させるためには、一方に無料の公的サービスが存在していては不都合だからである（３）。

ところが、こうした一連の１９８０年代「福祉改革」は、ある矛盾を内包していた。それは、敗戦後

の占領下における SCAPIN７７５号覚書などで繰り返し指令を受けるなかで日本国憲法第２５条に規定

され、かの著名な社会保障制度審議会勧告（「社会保障制度に関する勧告」１９５０年）においても定式

化された「国家責任の原則」を明らかに骨抜きにしてしまうというものであった。

同勧告は、「これ（日本国憲法第２５条－筆者）は国民には生存権があり、国家には生活保障の義務

があるという意である。これはわが国も世界の最も新しい民主主義の理念に立つことであって、こ
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れにより旧憲法に比べて国家の責任は著しく重くなったといわねばならぬ」と指摘していた。そし
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

てさらに、「このような生活保障の責任は国家にある。・・・そうして一方国家がこういう責任をとる
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

以上は、他方国民もまたこれに応じ、社会連帯の精神に立って、それぞれの能力に応じてこの制度

の運用に必要な社会的義務を果たさなければならない」と、明らかにその後の意味合いとは異質な

位置づけを「社会連帯」に与えてもいたのである（傍点－筆者、なお、この点については後述する）。

社会保障に限らず、政策とは権力が支持する理念であり（４）、制度はその具体化でなければならな

い。しかしながら、「福祉改革」は、国家責任で国民の生存権を保障するという戦後に固有の理念

＝政策を否定しないまま、実際の制度改革においては、明らかに国家責任を放棄・転嫁してきた。

この理念＝政策と制度改革との矛盾を克服するには、もはや社会保障の理念の方を「改革」するほ

かない段階に立ち至っていた。政策としての一貫性を欠き、なし崩し的に既成事実を蓄積してきた

「福祉改革」をさらに進めるために、理念を既成事実に合わせる社会保障の「理念改革」という政

策課題がここに生まれたのである。そしてそれは、後にみるように、１９９０年代前半から準備され始

め、「１９９５年」に結実することとなる。

３．１９９０年代前半における改革への胎動 －「１９９５年」が意味するもの－

１９９５年という年は、阪神淡路大震災（１月１７日）が突きつけた都市というものの脆弱さ、さらに

はオウム真理教による地下鉄サリン事件（３月２０日）に象徴された若者を中心に広がる孤立とその

宗教的回収といった、この社会を覆い尽くすかのような漠然とした不安感や閉塞感をもって、その

幕を開けた。

そしてこの年はまた、本稿で課題とする雇用政策および社会保障政策にとっても、極めて大きな

意味を持つ文書が公表された年でもあったのである。

まず、日本経営者団体連盟（当時）が、「新時代の『日本的経営』」（１９９５年５月）なる文書を発表

し、今後の労働力を「長期蓄積能力活用型」、「高度専門能力活用型」、「雇用柔軟型」に分かち、後

二者を派遣労働者などの非正規雇用で間に合わせると宣言したのである。すなわち、経営者組織は、

それまでの「日本型雇用慣行」であった終身雇用、年功序列型賃金を「長期蓄積能力活用型」労働

者を除いて放擲し、企業が必要とするときだけ働かせ、必要なくなればいつでも切ることができる

政策を選択し、それが可能となる法的整備＝規制緩和を国家に要請したことになる。

しかし、この段階ではまだ、経営者らが望む正規雇用の非正規雇用への置き換えには、大きな制

約があった。非正規雇用の典型的形態である派遣労働にしても、この段階の労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の就業条件等の整備に関する法律（１９８５年７月５日公布、１９８６年７月１

日施行。以下「労働者派遣法」）は、専門性の高い１３（施行時。その後すぐに１６、１９９６年には２６）業務（ソ

フトウェア開発、通訳、財務処理など）に限って派遣を認めていたため（ポジティブ・リスト方式）、

経営者組織の要請に応えるには、あまりにも限定的だったからである。それでも、労働者派遣法制

定以前は、労働基準法第６条（中間搾取禁止）、職業安定法第４４条（労働者供給事業禁止）で罰則を
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もって派遣は禁止されていたことを思えば、派遣労働を合法化したという意味において、同法の制

定は後に禍根を残す火種となったことに留意しておかねばならない（実際、その後、労働者派遣法が、

１９９９年、２００３年に改正され、経営者側の要請が着々と実現し、労働者の側には貧困が蓄積していくことと

なっているのは周知の通りであるが、それについては後述する）。

前節の最後にみた社会保障の「理念改革」については、１９９０年代に入ると急ぎ取り組まれること

となり、１９９１年１１月、社会保障制度審議会が社会保障将来像委員会を設置し、その検討を開始した。

そして、１９９３年２月には、「第一次報告」が、まさに「社会保障の理念等の見直しについて」との

副題を付けて公表されたのである。かつて国家責任を高らかに謳い上げたと同じ審議会自らの手に

よって、「理念改革」を断行するとの政治的判断がなされたのであろう。

さらに、１９９４年９月には、公式文書において初めて介護保険導入に言及した「第二次報告」が提

示され（５）、翌１９９５年７月には、ついに「社会保障体制の再構築」が社会保障制度審議会勧告として

公表されたのである。

同勧告において提示された「理念」は、「社会保障制度は、みんなのためにみんなでつくり、み

んなで支えていくものとして、２１世紀の社会連帯のあかしとしなければならない。これこそ今日に

おける、そして２１世紀における社会保障の基本理念である」と表現されるものであった。長きに亘

り、この領域において最も権威あると目されてきた審議会の勧告とは思えない表現であると評価す

るほかないであろうが、いずれにせよ、今後の社会保障は国家責任ではなく、みんなの責任で創設

され維持されるべきものであり、それ自体が社会連帯の結晶なのだとされているのである。

社会保障に対する責任の所在の変質は言うまでもないが、そのこととの関連で、社会連帯の位置

づけにも大きな変化が観られることを看過してはならないであろう。先述のとおり、１９５０年の勧告

において社会連帯は、国家が国民の生存権保障に責任をもつ限りにおいて、国民に要請されるもの

であった。ところが、ここに至り、「国家」は「みんな」の中に雲隠れし、社会連帯は国家責任な

きそれに変質しているのである。

こうして社会保障の「理念改革」を成就させた国家は、１９９０年代後半以降は堂々と、新しい“理

念＝政策”の“具体化＝制度化”に着手し始めることとなった。介護保険法制定（１９９７年１２月１７日

公布、２０００年４月１日施行）がその典型である。介護問題という、時の重要課題に向けて、まさに「み

んなのためにみんなでつくり、みんなで支えていく」新たな社会保障制度を象徴するものとして導

入され、その後も社会保障構造改革における制度設計のモデルとされることになったこの社会保険

制度は、「理念改革」を経ることによって初めて、“だから、「みんな」で保険料を出しあって、「社

会連帯」の力で介護問題を解決するのだ”と臆面もなく言えたのである。

以上みてきたように、「１９９５年」という年は、雇用保障にも生活保障にも、もはや企業や国家は

責任を負わないとの宣言がなされた歴史的画期として記憶されなければならないのである。換言す

れば、それは歴史を否定し、資本主義の本源（原始）的蓄積期に回帰するかのような、いわば剥き

出しの資本主義＝新自由主義宣言であった。

ちなみに、介護保険法成立の翌年である１９９８年６月に、中央社会福祉審議会・社会福祉構造改革
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分科会が発表した「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」は、基礎構造から改革される

べきものとされた社会福祉について、次のように記している。

すなわち、「成熟した社会においては、国民が自らの生活を自らの責任で営むことが基本となる

が、生活上の様々な問題が発生し、自らの努力だけでは自立した生活を維持できなくなる場合があ

る」ので、「このような問題が発生した場合に社会連帯の考え方に立った支援を行い、個人が人と

しての尊厳をもって、家庭や地域の中で、障害の有無や年齢にかかわらず、その人らしい安心のあ

る生活が送れるよう自立を支援すること」が「これからの社会福祉の目的」であり、このような「社

会福祉の基礎となるのは、他人を思いやり、お互いを支え、助け合おうとする精神である」との認

識を示し、「その意味で、社会福祉を作り上げ、支えていくのは全ての国民である」としているの

である。

上述した社会保障制度審議会の新勧告の影響が見て取れることは言うまでもないが、社会福祉領

域の構造改革には、わざわざ「基礎」という言葉が挿入されていることにも留意しておきたい。こ

れを住宅に例えるなら、単なるリフォームではなく、基礎から崩して建て替えるということになろ

うが、「社会保障構造改革」と「社会福祉基礎構造改革」という、この表現の相違には、おそらく

次のような理由があるものと思われる。

介護保険制度導入時などに、政府や政策追随型の研究者が繰り返し主張していたことのひとつ

に、社会保障制度の中でも、社会保険制度については被保険者が保険料を拠出しているので権利性

が高いというものがある。次節にみるように、社会保険制度についても、その給付水準を劣悪化し

つつ、保険料負担は増大させていくという「構造改革」はなされている。しかし、保険料拠出をもっ

て権利性の高さを担保するとの主張を裏切らないためにも、制度そのものを廃止することはもとよ

り、制度利用を好ましくないものとすることも容易ではない。

それに対して、社会保険を含まず、財源は公費（税）であると観念されているのであろう社会福

祉（６）については、既存の制度を基礎から改革しつつ、制度利用についてもそれを好ましくないもの

と見做し、ごく短期間の利用しか認めなかったり、まったく別の方向へ誘導する「基礎構造改革」

が可能だと考えられているのではないか。

「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」が言っていることは、つまるところ、�自助努

力が基本である、�それで無理なら社会連帯、�自立した状態が人間の尊厳を担保する、�それゆ

えに、社会福祉の理念は自立支援に求められるのだ、ということである。このうち、�と�につい

ては、社会保障全体に適用可能である。しかし、�と�はそういうわけにいかないであろう。病気

に罹り医療保険を使って治療することを想定すれば明白なように、社会保険制度を利用することが

自立していない状態だと強弁することは容易ではないからである。

このことは、いわゆる自己責任論と関係しており、社会福祉制度利用にはその前提として保険料

拠出がない、それはすなわち、将来何かあったときに向けて自助努力してきたわけではないことを

意味するから、実際に事が起こっても社会福祉制度を安易に利用することは好ましくないとの論理

が展開されるのである。
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分けても社会福祉基礎構造改革の梃子としての役割を果たしているのが生活保護制度である。冒

頭にみた派遣村も生活保護を申請し始めて以降、手の平を返したようなバッシングにあったという

ことであるが（７）、生活保護制度に対するそのようなイメージが、この場合、利用されることになる。

つまり、生活保護制度以外の社会福祉制度については、すでにみたように制度利用に当たって利用

者負担が導入されている。しかし、生活保護制度についてはそのような自己負担を要請することは

無論できず、そればかりか被保護者は納税の義務も課せられず、他の社会保障制度を利用する際も

自己負担はない。日本の場合、捕捉率が異様に低いため、ワーキングプアに象徴されるがごとく生

活保護基準以下の生活を余儀なくされている層がかなり存在していることもあって、生活保護制度

を利用していることが特別な「恩恵」を受けているかのようにイメージされてしまいがちなのであ

る。それはその論理的必然として、生活保護制度からの「自立」を当然に要請し、生活保護制度そ

のものの改革、さらには社会福祉基礎構造改革全体を正当化する。

こうして、社会保障構造改革の名の下、介護保険モデルによって社会保険制度を「構造改革」し

つつ、社会福祉領域については、次節にみるワークフェア政策を基調とする「基礎構造改革」を施

すという方針が、１９９０年代前半から徐々に固められていったものと観ることができよう。すなわち、

上述したように、社会福祉基礎構造改革（とりわけ生活保護制度に対するイメージ）を梃子に、社会

保障制度全体の構造改革を断行するとの方針である。

もはや、社会保障構造改革・社会福祉基礎構造改革の舞台は整った。その舞台に颯爽と現われた

のが、他ならぬ小泉純一郎政権だったのである。

４．社会保障構造改革の本格的展開とその特徴 －社会保障構造改革の現段階－

小泉純一郎は稀有な政治家である。「聖域なき構造改革」、「自民党をぶっ壊す」、「永田町の変人

がオペラ座の怪人を見る」等々、そのカリスマ性に支えられた言動に多くの人々が熱狂的支持を与

えた（８）。その高い支持率にも支えられ、彼の登場以後、社会保障構造改革も本格的に展開されるこ

ととなる。

まず、社会保障政策の前提となる雇用政策の軸であった労働者派遣法改正からみておくことにし

たい。

同法は、小泉政権以前の１９９９年に、経営者らが求める方向での大きな改正（１９９９年７月７日公布、

１９９９年１２月１日施行）があり、一部の業務（港湾運送、製造、建築、医療、警備など）のみ禁止し（ネ

ガティブ・リスト方式）、派遣が原則自由化されていた。しかし、経営側の欲求は止まるところを知

らず、小泉政権下の２００３年、それまで禁止されていた製造業でも派遣を解禁する決定的な改正（２００３

年６月１３日公布、２００４年３月１日施行）がなされた。このとき、派遣可能年数についても、１年だっ

た業務を３年に、３年だった業務は無制限となった。製造業の派遣可能年数はこの段階では１年だっ

たが、２００７年３月からはこれも３年に延長され、現在吹き荒れ続けている派遣切り問題をもたらし

ている。また、港湾運送業務や建設業務などは、今も派遣が禁止されているが、偽装請負などが蔓
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延している実態があることも周知の事実であろう。

貧困問題は、基本的には失業問題として認識されなければならない（９）。失業とは、まったく仕事

がない状態のみならず、人間らしく働き、そこで得た賃金で生活することができないという状態も

含まれる。働く能力と意思をもつ者には雇用が保障され、働けば生活が成り立つという状態（＝労

働力の再生産が可能な状態）でなければ、労働者の労働によって成り立っている資本主義社会は、ほ

んらい維持・存続できないのである。その意味では、現在採られている雇用政策（失業状態を恒常

化し、不安定・低賃金労働に駆り立てる飢餓的自助努力を強要する政策）は、日本資本主義そのものを、

さらに一層危機的な状況に陥れるものだと言わざるを得ない。

例えば、労働者派遣法の改正論議において、“「日雇い派遣」を全面的に禁止すれば、かえって失

業者が増え、生活に困窮することになる”との見解が表明されている。しかし、これは日雇い派遣

を合法とし続けたい経営者側が弄する明らかな詭弁である。なぜなら、日雇い派遣自体が失業状態

であり、この形態でしか働くことができていない人は失業者だからである。しかし現在の労働力調

査においては、各月末１週間の調査期間中に１日でも働いていれば失業者としてカウントされない

仕組みになっている。週に１日だけ日雇い派遣の仕事があり、残り６日間は仕事がなかった人が失

業者でなくて何なのだろうか。つまり、日雇い派遣を禁止すると失業者が増えるとの詭弁を弄する

人々が心配しているのは、現に日雇い派遣で働いている人々の労働と生活ではなく、これらの人々

が失業者数・失業率統計に姿を現わし、失業問題・貧困問題が「目に見える」ようになることなの

である。

このように雇用保障制度が機能不全に陥ったとき、そこから派生してくる諸問題に対しては、社

会保障制度が対応するほかない。ところが、企業も国家も「１９９５年」の宣言どおり、雇用保障のみ

ならず、社会保障に対しても、責任を負おうとはしないのである。

小泉政権下での社会保障構造改革の本格的展開について、象徴的ないくつかの法改正、あるいは

新たな法律の制定についてみておこう。

まず、社会保険制度については、医療保険において、１９８４年に導入され、１９９７年９月から２割と

なっていた被保険者本人の自己負担割合が、２００３年４月１日より本人、被扶養家族の別を問わず３

割で統一された（２００２年８月２日公布の健康保険法等の一部を改正する法律による）。このように自己

負担部分を増大させていくことは、単に医療保険で保障する範囲を狭めるだけでなく、そのことに

よって民間保険会社の参入を促進し支援するという政策であり、とりわけアメリカ資本による私的

医療保険市場の拡大を狙ったものでもあることに留意しておかねばならない（１０）。

また、年金保険についても、２００４年６月１１日公布の国民年金法等の一部を改正する法律によって、

マクロ経済スライド制導入などの手法で、給付水準の抑制と保険料負担の増大が図られた。

２００５年６月２９日には、介護保険法等の一部を改正する法律が公布され、同年１０月１日より介護保

険施設における食費、居住費が保険適用から除外され（ホテルコストの自己負担化）、２００６年４月１

日からは、それまでの要介護１を要介護１と要支援２に腑分けする要介護認定区分の変更とセット

で、要支援１、２の利用者については介護予防サービスを適用し、介護サービス利用から排除する
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などの給付抑制策が実施されることにもなったのである。

さらに、２００６年には医療保険制度を大きく改革する健康保険法等の一部を改正する法律が公布さ

れ（６月２１日）、老人保健法を高齢者の医療の確保に関する法律に題名改正し後期高齢者医療制度

等を２００８年度より導入すること、高齢患者の自己負担割合および高額療養費制度における自己負担

限度額を引上げること、都道府県に医療計画の策定を義務づけることで自発的な医療費抑制を徹底

すること、医療型療養病床を削減し介護型療養病床は全廃すること及び療養病床に入院する高齢者

にホテルコストを導入すること（後者は、上述した前年の介護保険法改正に合わせたものであり、介護

保険制度が社会保障制度全体の制度設計のモデルとなっていることを表現するものの一つである）など、

広範囲で大幅な給付抑制と自己負担部分の拡大が行われたのである。

このようにして、小泉政権下で、社会保険制度は負担の強化と給付水準の低下という方向での構

造改革がなされ、上述した雇用保障制度とともに機能不全に陥らざるを得ないこととなった。国民

年金第１号被保険者の保険料滞納による将来の低・無年金者の増大や、国民健康保険の保険料滞納

者への制裁的処分としての被保険者資格証明書発行による無保険状態の蔓延は、このことを象徴し

て余りあるといえよう。

また、社会福祉領域においても、介護保険法改正と同じ２００５年には、障害者自立支援法が公布さ

れ（１１月７日）、近い将来におけるこの介護保険との統合が意識されている。同法は、介護保険制

度と酷似した仕組みを採用し、障害程度区分導入、サービス利用に対する１割の応益負担導入、就

労支援の強化など、障害者福祉領域にきわめて多くの問題をもたらしている（１１）。

ワークフェア政策のもと、障害者自立支援法と並んで就労支援が強化されているものに生活保護

制度がある。現行生活保護法制定（１９５０年）からさほど大きな改革が図られてこなかったこの制度

も、小泉政権発足前の２０００年６月、社会福祉事業法が社会福祉法へと改正された際に衆参両議院が

なした附帯決議を皮切りに、小泉政権の下で改革の対象とされていった（１２）。

２００３年７月、社会保障審議会福祉部会に生活保護制度の在り方に関する専門委員会が設置され、

同年１２月に「生活保護制度の在り方に関する中間とりまとめ」が、翌２００４年１２月には「生活保護制

度の在り方に関する専門委員会報告書」が公表された。その提言内容を厚生労働省がつまみ食い的

に利用するなか、今日に至るまでの間に、老齢加算・母子加算廃止をはじめとする生活扶助基準の

切り下げ、自立支援プログラムの導入と展開、ひとり親世帯就労促進費創設など、ワークフェア政

策に則った改革がなされたのである。

その詳細を論ずるのは別の課題とするが、小泉政権の後を引き継いだ安倍晋三、福田康夫、麻生

太郎の各政権の下でも、「再チャレンジ支援総合プラン」（２００６年１２月）や「『福祉から雇用へ』推進

５か年計画―誰でもどこでも自立に向けた支援が受けられる体制整備―」（２００７年１２月）策定に象徴

されるような、こうしたワークフェア政策を基調とする社会保障構造改革・社会福祉基礎構造改革

は継続され、とりわけ２００８年後半からの経済危機もあって、労働問題、貧困・生活問題の一層の拡

大・深化をもたらしていることも周知の事実であろう。

では、このように実行されてきた社会保障構造改革は何をもたらしたであろうか。本論の締め括
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りとして、現段階における到達点とその特徴をまとめておきたい。

まず、社会保障の理念については、先述の通り、“国家の責任で生存権保障”から“みんなの責

任で自立支援”へと根本的な方向転換がなされた。このことが、社会保障財源を消費税に限定し、

その拡充どころか現状維持だけでも消費税率アップの口実とされる雰囲気を作り出してもいるので

ある。

ついで、こうした理念＝政策に適合的な制度利用の仕組みが具体化されることとなった。それは

第一に、高齢者福祉領域における介護保険法、障害者福祉領域における支援費制度から障害者自立

支援法制定に代表される措置から契約へという流れをもたらし、サービス提供と費用との総合的な

保障から費用保障（補助）へと行政責任の変質をも結果した。すなわち、サービス提供に関しては、

制度利用者が営利企業を含むサービス供給主体と契約を結ぶことになっているため、行政の責任が

問われにくくなっているのである。この領域における行政の責任は、サービス提供事業所の指定と

チェックといった極端に悪質な事業所を排除するという程度に限定されたと言っても過言ではなか

ろう。

第二に、その費用保障に関わる利用者負担においても、かつての無料から応能負担へ、そして応

益負担へと改革され、とりわけ応益負担は、社会保障・社会福祉サービスを一般商品と同じ扱いに

するものであると指摘せざるを得ない。利用者の経済能力に関わらず、同じサービスを利用すれば

同じ料金を支払うことを原則とするのは、一般的な商品売買契約の考え方だからである。

そして、これらの改革の基底には、ワークフェア政策、すなわち、雇用保障、生活保障をしない

ことによって、劣悪な労働条件で働く安上がり労働力を大量に確保する、飢餓的自助努力の強要政

策がある。先述した、本来の意味での失業者を大量生産し、失業者を失業状態のままに留め、低賃

金労働力として利用する政策である。とりわけ生活保護制度を梃子としながら、社会保障制度全体

がこの労働力政策に組み込まれていることは、先にも指摘しておいた通りである。

以上に瞥見してきた、こうした一連の社会保障構造改革・社会福祉基礎構造改革の特徴は、上記

改革内容の特徴にあわせて、「骨太の方針」による社会保障費自然増２２００億円削減問題にも象徴さ

れるように、経済財政諮問会議（内閣府）、財政制度審議会（財務省）、規制改革会議（内閣府）など

が主導する財政事情に拘束された構造改革路線を、社会保障審議会（厚生労働省）が専門的立場か

ら後押しする構図と、三位一体改革に象徴される地方分権政策とに見出される。それは、基本的に

は、財政・財源問題を契機としながら、社会保障制度を将来の道州制導入などの政治課題にも利用

しようという狙いをもっているものと思われる。

５．おわりに

本稿は、２００９年９月１３日に開催された「生活保護支援九州ネットワーク２周年記念研修会」にお

ける基調講演の内容の一部に手を加え、文章化したものである。弁護士や司法書士などの法律家を

中心とした同ネットワークの活動にも示唆されているように、近年、貧困・格差の拡大・深化に伴
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い、生活保護制度をめぐる情勢にも変化が観られるようになっている。

それは、生活保護「適正化」政策が展開される中で蔓延してきた不当・違法な生活保護行政に対

抗し、あるいは、雇用政策、社会保障政策に対する問題提起を行うことを通して、これまでにはな

い新たな流れを形成してもいるように思われる。

しかしながら、本論にもふれたように、生活保護制度に対する無知や偏見、生活保護受給者に対

する差別意識等がこの社会から消失したわけではなく、社会保障制度についてもその多くが負担増

と給付抑制という方向で改革されてきた。

冒頭にも記したとおり、本稿は、そうした社会保障構造改革の経緯とその特徴について、ごく大

まかなアウトラインを示したに過ぎない。とりわけ、小泉政権以後の社会保障構造改革の本格的展

開については、個々の法改正の内容、その前提をなした各種審議会等の文書等について、詳細な分

析がなされなければならない。また、本年８月３０日の衆議院議員選挙の結果がもたらした「政権交

代」が今後の社会保障政策に及ぼす影響も決して小さくはないものと思われる。しかし、それらの

分析については、本論の最後に指摘した社会保障構造改革・社会福祉基礎構造改革の特徴の詳細な

分析とともに、他日を期すこととしたい。

注

� 湯浅誠は、貧困を生み出す五重の排除の一環に、「企業福祉」、「家族福祉」からの排除をあげている

（『反貧困―「すべり台社会」からの脱出―』岩波書店２００８年）。また、より本質的な分析として、日

本の社会保障政策が、企業や家族のあり方を前提としそこに依存する形で展開してきたこと、さらに

は、その全体的な構造が労働者支配に貢献してきたことについて、渡辺治『現代日本の支配構造分析

―基軸と周辺―』花伝社１９８８年、同『企業支配と国家』青木書店１９９１年などを参照されたい。

� こうした議論の典型は三浦文夫によるニーズ論に見出される。その理論的意味については、拙稿「生

活保護制度における『保護』と『自立』―生活保護制度改革の前提―」『筑紫女学園大学紀要』第１７

号２００５年１月を参照されたい。

� １９８７年５月２６日に公布された社会福祉士及び介護福祉士法にもとづくこれらの国家資格も、この文脈

において導入された側面がある。社会福祉サービスの領域に民間営利企業が参入してくることに対す

る抵抗感が残存していたこの時期、サービス供給主体は民間企業であっても、実際に相談に応ずるの

は社会福祉士であり、介護サービスを提供するのは介護福祉士であるということが一定の安心を担保

すると見做されたからである。１９７０年代に一度挫折した社会福祉士資格導入が、このときにはあまり

にも拙速に実現したことはその証左であろう。

� 宗像誠也『教育と教育政策』岩波書店１９６１年、参照。

� この「第二次報告」が出された１９９４年、細川護煕総理大臣（当時）は、いわゆる福祉目的税の導入と

なる「国民福祉税構想」を発表した。しかしながら、その予定する税率７％を「腰だめの数字」だと

説明するなどの失態もあり、実現には至らなかった。少なくともこの時点では、社会福祉の財源は租

税に求められていたのであり、それがだめなら保険料に財源を求めるという順序であったことは間違

いないところである。

� しかし実際には、国民年金、国民健康保険、後期高齢者医療制度、介護保険など、社会福祉の領域に

属する社会保険制度（社会福祉保険制度）が存在しており、社会政策としての社会保険制度（労働者
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保険制度）に比して、保険料負担は重く、給付水準は劣悪である。この点につき、三塚武男『生活問

題と地域福祉』ミネルヴァ書房１９９７年、安井喜行「社会保障制度の体系と社会福祉」林博幸・安井喜

行編著『社会福祉の基礎理論［改訂版］』ミネルヴァ書房２００６年４月を参照されたい。

� 宇都宮健児・湯浅誠編『派遣村―何が問われているのか―』岩波書店２００９年、１４－１５頁参照。

� この意味でも、「１９９５年」がもつ意味は大きいと言わねばならないであろう。こうした時代の不安感

や閉塞感が強力なリーダーシップを発揮し得る政治家（現代のヒトラー）の出現への国民的期待を醸

成し、実際の政治がもたらす具体的影響を検討しないままに、漠然としたムードとして小泉政権を支

持する状況を創出したと思われるからである。

� このような貧困問題への認識については、三塚武男『生活問題と地域福祉』ミネルヴァ書房１９９７年、

同『現代社会と労働―労使関係を軸にすえて考える―』１９９８年を参照されたい。

� アメリカ政府は、「年次改革要望書」、「日米投資イニシアティブ」などを通して、医療保険の自己負

担増、混合診療解禁などを要求し、アメリカ資本が最大限の利潤を引き出す市場拡大を要求してきた。

小泉政権をはじめとする日本政府は、これらアメリカの要求に可能な限り応えようとしており、対米

従属の姿勢をより一層強化しつつ、「国民皆保険」体制を有名無実化せんとしているといえよう。こ

の点につき、堤未果・湯浅誠『正社員が没落する―「貧困スパイラル」を止めろ！』角川書店２００９年、

１６３頁以下を参照。

� 障害者自立支援法については、特にその応益負担導入に批判が集中し、これを応能負担に戻すことを

盛り込んだ同法改正案が先の国会に提出されていたが、廃案となった。鳩山由紀夫新政権は、同法を

廃止する旨を明言しており、今後の推移に留意する必要がある。

� 近年の生活保護制度改革の経緯と問題点については、拙著『公的扶助の基礎理論―現代の貧困と生活

保護制度―』ミネルヴァ書房２００９年（砂脇恵との共著）第８章を、また、本稿で瞥見してきた社会保

障政策の展開についてその詳細は同書第７章を、それぞれ参照されたい。

（いけだ かずひこ：人間福祉学科 准教授）
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